
































continuously maintaining  a  high  quality  service  and  strengthening  the  sound  industrial 
infrastructure. Reviewing the creation and development of the security service industry from an 
































































1962 年以降，警備業法が施行された 1972 年に
かけての警備業の創生期，（2）1973 年以降，





















警備業の創生期である 1962 年から 1972 年乃
至 1973 年にかけては，第二次高度経済成長期
に当たり，その特徴は次のように整理できる．
（1）この間，年率で 9 ～ 10％の経済成長を記
録し，GDP（名目）は 1960 年の 16 兆 0097 億












（1960 年と 1970 年の間の就業構成の変化：第























1962 年 7 月に発足し，もう一方の綜合警備保
障も政財界の肝いりで 1965 年 7 月に発足した．
更に，1966 年 1 月に東洋テックの前身である
東洋警備保障会社，1966 年 5 月にセントラル






























ら 73 年にかけて，警備業者数は 321 から 1,187





















































































































































































GDP）は，1973 年の 112 兆 4981 億円から 1980
年には 240 兆 1759 億円（対 1973 年比 2.13 倍），







前年比で約 4.5 倍に，1978 年には前年比で倍増
し，日本経済にとって大幅なコスト増となっ




策による円の切り上げ（1ドル 360 円から 308
円に）と，それ以降の円の変動相場制への移行
に伴う段階的な円高の進行（308 円から 240 円
へ），更には，1985 年のプラザ合意による急激



































































年の 119 万 549 件から，1990 年の 163 万 6,628
件へ，約 1.37 倍）．また，74 年 8 月の東京都丸
















業は急速な発展を遂げる．1973 年と 1990 年と
を比較すると，警備業者数は 1,187 から 5,633
へと 4.75 倍に，警備員は 51,876 から 246,970 へ
と 4.76 倍に，営業所数はデータを取り始めた
1977 年の 3,356 から 1990 年の 9,203 へと 2.74
倍に，それぞれ増加し警備業務の量的な急拡大
が進んだ．更に，統計が整備された 1986 年か
らの売上高をみると，1986 年の 7,293 億円から



























































































現に，1970 年代から 1980 年代にかけての
一般刑法犯の認知件数は，増加の一途を辿り，
1973年の約 119万件から 1975年に約 123万件，
1980年に約136万件千件，1985年に約161万件，





























共事業費の拡大（政府投資額は 1976 年 6.5 兆






















































































① 現に，1970 年代，1980 年代を通じての 1
社当たりの経営規模（警備員数，売上）を
見てみると，次の通りである注 15）．1 社当
たりの警備員数は，1971 年には 84.1 人で
あったが，その後は，1973 年の 43.7 人か
ら 1975 年には 42.4 人，1980 年に 39.0 人，
1985 年に 42.4 人，1990 年に 43.8 人と一社
当たり 40 人前後の警備員数で推移してき
ている．
② また，1社当たり売上高は 1986 年の 1.7 憶










































































































































































































































印刷株式会社，東京 p186 及び p189
4）　田中智仁（2009）『警備業の社会学―「安全神話
崩壊」の不安とリスクに対するコントロール』

















































































基本的傾向は 70 年代，80 年代においても変わり
はないと判断される．
18） 法務総合研究所（2011）「資料 1-1 刑法犯の認知
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